
1教育委員会月報　2022年1月号　 大臣年頭所感

文部科学大臣
令和４年 年頭の所感

文部科学大臣
末松　信介

【はじめに】
　令和 4 年の年頭に当たり、謹んで御挨拶を申し上げます。
　新型コロナウイルス感染症は世界各国においていまだ完全な収束に至っており
ません。大臣就任以来、学校や研究機関など様々な現場にお伺いし、また、教
師や研究者、文化芸術・スポーツ関係の皆様の生の声を伺ってまいりました。
そのなかで改めて実感したのは、コロナ下という大変厳しい状況のなかで、各分
野の皆様が多大な御努力を重ねておられるということです。関係の皆様の御努
力に改めて敬意を表します。今なお予断を許さない状況が続きますが、文部科
学省としては、皆様のお声を真摯に受け止め、そのお気持ちに寄り添いながら、
迅速かつきめ細かな支援に努めてまいります。

【教育】
（初等中等教育）

　少子化・核家族化の進展や子供たちの多様化、デジタル化の加速度的な進
展など、子供たちや学校現場を取り巻く環境は大きく変化しています。このよう
な中で、我が国の初等中等教育については、多様な子供たちを誰一人取り残す
ことなく、全ての子供たちの可能性を引き出す「令和の日本型学校教育」、す
なわち個別最適な学びと協働的な学びを一体的に実現するための取組を進めて
まいります。 
　昨年 5 月、幼児教育の質の向上の観点から「幼児教育スタートプラン」を発
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表しました。全ての子供に対して学びや生活の基盤となる力を育み、小学校以
上の教育にしっかりとつなげていくため、令和 4 年度から「幼保小の架け橋プロ
グラム」を実施するなど、プランの具体化を進めてまいります。
　いじめの重大事態への対応について様々な課題が指摘されております。文部
科学省では、「いじめ防止対策協議会」を開催し、重大事態調査における初期
対応や調査体制の在り方等について、今年度内を目途に提言をいただく予定で
す。協議会の議論の結果も踏まえ、いじめの対策に引き続き全力で取り組んで
まいります。
　また、医療的ケア児を含む特別支援教育を受ける児童生徒、外国人児童生徒、
貧困や不登校等の困難を抱える児童生徒、特定分野に特異な才能のある児童
生徒への支援等、児童生徒の多様性に対応した教育を推進してまいります。
　昨年 3 月、義務標準法が改正され、約40年ぶりに公立小学校の学級編制の
標準を引き下げることとなりました。具体的には、子供たち一人一人に応じたき
め細かな指導が可能となるよう、令和 3 年度から 5 年間かけて、小学校の学級
編制の標準を40人から35人に引き下げ、約14,000人の教職員定数の改善を
図ってまいります。あわせて、専門性の高い教科指導を行い教育の質の向上を
図るとともに、教員の持ちコマ数軽減など学校の働き方改革を進めるため、小
学校高学年における教科担任制を 4 年程度かけて段階的に進めることとし、4
年間の改善総数は3,800人程度と見込んでおります。これにより、高学年の学
級担任の週当たり授業時数が 3・5 コマ程度軽減される見込みです。
　令和の時代にあって、デジタル化の推進は、質の高い教育を実現する上で必
要不可欠です。一人一台端末については、おおむね、全国の小・中学校におけ
る整備完了の目途がたちました。今後は、学習指導面での支援活動を更に強化
するなど、一人一台端末の積極的な利活用の促進と運用面の支援の更なる強
化に取り組んでまいります。また、児童生徒の学びを深めるデジタル教科書につ
いては、教科書制度の在り方や技術的な課題について検討を進めているところ
です。本格的な導入を目指している令和 6 年度の小学校用教科書の改訂までの
間においても学校現場における活用が着実に進むよう、児童生徒の発達の段階
を考慮しつつ、普及促進を図ってまいります。
　子供たちの学習・生活の場である学校施設については、個別最適な学びと協
働的な学びの充実に向けた教育環境の向上と、安全・安心を実現する老朽化
対策の一体的な整備を推進してまいります。
　学校現場の先生方には、日々、子供たちの学びの保障と感染予防の両立に向
けて、使命感を持って取り組んでいただいております。こうしたなか、学校にお
ける働き方改革をさらに進めていくことは重要であり、国・学校・教育委員会が
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あらゆる手立てを尽くして成果を出していけるよう、引き続き、教職員定数の改
善や教員業務支援員をはじめとする支援スタッフの配置支援など、文部科学省
が先頭に立って取り組んでまいります。また、来年度には、平成28年度以来と
なる勤務実態調査を実施し、その結果等を踏まえ、給特法等の法制的な枠組み
を含めた教師の処遇の在り方等の検討を行ってまいります。
　教師の資質能力の向上も喫緊の課題です。中央教育審議会における議論も踏
まえ、現職研修の充実や教員免許更新制の発展的解消等を図ることとしており、
本年の通常国会における法改正等に向けて準備を早急に進めてまいります。
　児童生徒を守り育てる立場にある教師が、児童生徒に対して性暴力等を行う
ことは、決してあってはなりません。昨年成立した「教育職員等による児童生徒
性暴力等の防止等に関する法律」を踏まえ、児童生徒を性暴力等から守る取組
を進めてまいります。
　また、本年 4 月より成年年齢が18歳に引き下げられることに伴い、若年者の
消費者被害防止等の取組を推進してまいります。
（高等教育）

　大学や高等専門学校においては、全国で新型コロナウイルス感染症への対応
が進められる中で、遠隔授業の実施にいち早く取り組むなど、学びを止めないた
めの工夫がなされてきました。コロナ下にあっても質の高い学修機会を確保する
ことは大学等の高等教育機関の使命です。感染対策を講じつつ、学生が納得
する対応・工夫を行っていただくことが求められております。文部科学省としては、
各大学等における取組の参考となるような好事例の収集・発信を行いつつ、引
き続き対面授業と遠隔授業を組み合わせた質の高い学修機会の確保を促してま
いります。
　直前に迫った令和 4 年度の大学入学者選抜についても、大学入学共通テスト
では全都道府県に追試験の試験場を設置するとともに、個別学力検査での受験
機会の確保を大学関係者に求めるなど、受験生第一の立場に立って受験機会の
確保や感染症対策を進めてまいりました。受験生の皆さんがいかんなくその実力
を発揮できるよう願っております。
　Society5.0 に向けた人材育成やイノベーション創出の基盤として、大学等へ
の期待は高まるばかりです。文部科学省としては、基盤的経費を安定的に確保
しつつ、「教育」「研究」「ガバナンス」の一体的改革を推進し、高等教育の
質の向上と教育研究基盤の強化を図ってまいります。
　特に、我が国の公教育を支える私立学校が社会の信頼を得て一層発展してい
くため、学校法人の沿革や多様性にも配慮しつつ、かつ社会の要請にも応え得
る、実効性ある改革を推進することが必要です。これまでの不祥事事案も踏ま
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えつつ、改革を実現するための法案のすみやかな提出に向けて最大限努力して
まいります。
（教育の無償化・負担軽減）

　こうした施策と併せ、家庭の経済事情に左右されることなく、誰もが希望する
質の高い教育を受けられるよう、幼児期から高等教育段階までの切れ目ない形
での教育の無償化・負担軽減を着実に実施する必要があります。幼児教育・保
育の無償化、私立高等学校授業料の実質無償化、高等教育の修学支援新制
度の円滑な実施に全力で取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症による影
響を受けた学生を含め、引き続き、学生等が進学・修学を断念するようなことが
ないよう、必要な支援措置を講じてまいります。
（教育未来創造会議）

　昨年12月、内閣総理大臣を議長とする「教育未来創造会議」の開催が閣議
決定されました。高等教育をはじめとする教育の在り方や、教育と社会との接続
の多様化・柔軟化の推進について議論を進めてまいります。

【科学技術イノベーション】
　岸田政権の成長戦略の第一の柱は科学技術イノベーションです。
　我が国の成長とイノベーションの創出に向け、大学の研究力の強化が極めて
重要です。世界最高水準の研究大学を形成するため、10兆円規模の大学ファン
ドの創設に目途をつけました。本年 3 月までにファンドの運用を開始し、大学の
研究基盤への長期的・安定的な支援に向けた道筋を整備してまいります。あわ
せて、我が国の大学全体における研究力の強化に向けて、大学ファンドのみなら
ず、地域中核大学や特定分野の強みを持つ大学が、「特色ある強み」を最大
限発展させるための政策パッケージについても取りまとめてまいります。
　科学技術イノベーションの担い手は「人」であり、特に博士後期課程学生を
含む若手研究者への支援の強化が重要です。博士後期課程学生が生活面での
心配をすることなく、研究に打ち込めるよう、第 6 期科学技術・イノベーション
基本計画の目標値である約22,500人への生活費相当額の支援の実現を目指す
とともに、博士人材が幅広く活躍できるキャリアパスの整備に取り組んでまいりま
す。また、世界と戦える優秀な若手研究者の育成や、若手を中心とした多様な
研究者が自由で挑戦的な研究に腰を据えて取り組めるような研究支援の充実に
も取り組んでまいります。
　さらに、社会変革や社会課題解決につながる産学官連携によるオープンイノ
ベーションを推進するとともに、大学発スタートアップ創出に対する支援について
も強化していきます。
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　研究ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進も喫緊の課題です。研究
データの戦略的収集・共有、ＡＩ・データ駆動型研究の推進、研究施設等のリ
モート化・スマート化、次世代デジタル基盤の整備を進め、「質の高いデータ」
を最大限利活用することで、インパクトの高い研究成果の創出に取り組んでまい
ります。
　新型コロナウイルスへの対応では、我が国の感染症研究の学問分野としての
層の薄さや、平時からの備えの不足が指摘されました。国産ワクチン開発の実
現に向け、世界トップレベルの研究開発拠点の整備等を進めてまいります。
　気候変動問題の解決に向けて、2050年までのカーボンニュートラルの実現に
貢献する研究開発に取り組むことも重要です。次世代半導体や蓄電池をはじめ
とする脱炭素化技術や核融合等の革新的なエネルギー関連技術の研究開発を
推進してまいります。また、安全・安心な社会をつくるため、海底地震津波観測
網の構築等を通じて、防災・減災に資する研究開発を推進してまいります。
科学のフロンティアを開拓する取組として、宇宙分野では、「アルテミス計画」
における日本人史上初の月面着陸の実現を目指すとともに、将来に向けた宇宙
輸送システムの研究開発を進めてまいります。海洋分野では、地球温暖化の影
響が最も顕著に現れている北極域の観測研究を進めるため、北極域研究船を着
実に建造してまいります。
　また、先端的な重要技術を育成するとともに、それらの技術を適切に守るため、
関係府省と連携し、経済安全保障の推進に向けた取組を進めてまいります。

【スポーツ】
　東京オリンピック競技大会では、日本選手団が過去最多となる金メダル数・総
メダル数を獲得し、パラリンピック競技大会でも過去最多に迫る総メダル数を獲
得するなど、アスリートの活躍が人々に夢や希望、そして感動を届けてくれました。
スポーツには、国民一人一人の人生を豊かにするのみならず、社会を変え、未
来を創り上げる力があります。
　コロナ下においても安全・安心にスポーツ活動を実施・継続するための環境
整備や、デジタル技術の活用等も視野に入れつつ、アスリートの国際競技力の
向上、アスリートのセカンドキャリア形成支援、学校体育・運動部活動改革等に
よる子供のスポーツ機会の充実、スポーツ団体のガバナンス改革・経営力強化、
インテグリティ（高潔性）の確保等を進めてまいります。また、スポーツを通じた
健康増進や経済活性化、地域振興や共生社会の実現に取り組むとともに、東京
大会後のレガシーを継続・発展させるための第 3 期スポーツ基本計画を今年度
中に策定します。
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【文化芸術】
　文化芸術は、人々の創造性を育み、その生活を豊かにするとともに、文化ＧＤ
Ｐの拡大、文化による地方創生の実現、我が国の誇る文化コンテンツの海外発
信など、無限の可能性を秘めた、世界に誇るべき重要な資源です。困難な状況
にある今こそ、人々の心を癒やし、勇気づける文化や芸術の力が必要不可欠で
す。このため、ウィズコロナの時代における文化芸術関係団体による積極的な活
動への支援、文化施設による感染予防や新たな取組への支援をはじめ、文化芸
術活動の再開・継続・発展への支援を行ってまいりました。
　今後も、こうした支援に加え、インバウンド観光需要の回復に向けた基盤の整
備や国内観光需要の喚起にも資するよう、「日本博」を引き続き推進するとともに、

「日本遺産」をはじめとした地域の文化資源の磨き上げ、文化施設の機能強化、
地域一体となった文化観光の推進への支援、子供たちの文化芸術体験の推進、

「文化財の匠プロジェクト」 の推進、食文化の振興等を通じて、伝統文化から
現代芸術まで幅広い文化芸術による国づくりをオールジャパンで推進し、日本文
化の魅力を積極的に国内外へ発信してまいります。さらに本年は、博物館が社
会・地域から求められる役割を果たせるようにするための制度改正や、日本語教
育機関の水準の維持向上を図るための仕組みづくりなど、日本語教育の推進に
向けてしっかりと取り組んでまいります。

【終わりに】
　昨年10月の大臣就任時に「子供は国の宝、国の礎」であると申し上げました。
岸田総理も先の臨時国会の所信表明演説において、「国の礎は『人』である」、

「人への分配は『コスト』ではなく未来への『投資』」と述べておられます。
　文部科学省が担当する教育や科学技術、スポーツ、文化芸術という行政分野
は、「人」を教え育み、「人」の英知や表現力・創造力を最大限引き出すことにより、
国民の皆さんの人生を幸福で豊かなものにし、人々の絆を深め、我が国のソフト
パワーを高める、また、成長とイノベーションの源泉となる、極めて重要な行政
分野です。
　私としても、ウィズコロナ・ポストコロナの社会を見据えつつ、現場からいただ
く声にしっかりと耳を傾け、文部科学行政が直面する様々な課題に対して果敢に
取り組んでまいります。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。


